


諮問の趣旨 

 

１．国の状況 

 国の平成２７年度「税制改正の大綱」が閣議決定され、国民健康保険料の医療分保

険料に係る賦課限度額を 52 万円（現行：51 万円）に、後期高齢者支援分保険料に係る

賦課限度額を 17 万円（現行：16 万円）に、介護納付金分保険料に係る賦課限度額を

16 万円（現行：14 万円）に引き上げる政令改正が予定されている。 

 また、社会保障と税の一体改革において、国は国保制度の財政基盤の安定化のため、

平成２７年度に財政支援の拡充を行うこととしている。  

 

２．本市の現状 

平成 27 年度の国保会計は、歳入歳出の両面から会計の安定化への最大限の努力を尽

くすことにより、現行の保険料率であっても収支不足は生じないものと考えられる。 

国が予定している基準どおりの賦課限度額の改正及び財政支援拡充によって新たに

生じる財源を用い、被保険者の負担に配慮した保険料の見直しを行うことを前提とし

て試算を行った結果をもとに、以下のとおり諮問する。 

 

３．諮問事項 

（１）賦課限度額を国の基準どおりに引き上げることについて 

【改正案】賦課限度額を国の改正基準に合わせて以下のとおりとする。 

・医療分          ５２万円（現行５１万円） 

・後期高齢者支援分     １７万円（現行１６万円） 

・介護納付金分       １６万円（現行１４万円） 

（２）国保料率の引き下げを行うことについて 

【改正案】保険料率を以下のとおりに改める。  
 改正後 現行 

医療分 

所得割 7.2% 7.9% 

資産割 16.4% 16.8% 

均等割 23,000 円 23,800 円 

平等割 26,000 円 27,200 円 

介護分 

所得割 

現行どおり 

2.2% 

資産割 4.4% 

均等割 9,000 円 

平等割 6,200 円 

支援分 

所得割 

現行どおり 

2.6% 

資産割 4.4% 

均等割 8,500 円 

平等割 6,500 円 

 


